
第４回 大熊町除染検証委員会（大野駅周辺） 

 

日 時 ： 令和 2年 2月 20日（木）13：00 ～  

場 所 ： 大熊町役場 本庁舎 

 

議事次第 

 

１．開会の挨拶 

２．確認事項 

（１）解除合意等の状況について 

３．議 事 

（１）除染の状況および環境モニタリングの結果（大野駅周辺） 

（２）大熊町除染検証委員会における検証結果 

４．閉会の挨拶 

 

 

 

◯配布資料 

資料１：出席者名簿 

資料２：解除合意等の状況について 

資料３：除染の状況および環境モニタリングの結果（大野駅周辺）  

資料４：大熊町除染検証委員会における検証結果（案） 

 

  



第 4回 大熊町除染検証委員会（大野駅周辺） 

出席者名簿 

   ＜委 員＞                            （敬称略） 

氏 名 所  属 

かわつ けんちょう 

河津 賢澄 
福島大学 共生システム理工学類 特任教授 

かわせ けいいち 

川瀬 啓一 
国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 
福島研究開発部門企画調整室 次長 

よしだ ひろこ 

吉田 浩子 

東北大学大学院薬学研究科 
ラジオアイソトープ研究教育センター 准教授 

しょうずがわ かつみ 

小豆川 勝見 
東京大学大学院 総合文化研究科 広域科学専攻 
環境分析化学研究室 助教 

うさみ のりこ 

宇佐美 徳子 

大学共同利用機関法人 高エネルギー加速器研究機構 
物質構造科学研究所 講師 
 （一般社団法人日本放射線影響学会 推薦） 

ひろしま こうじ 

廣嶋 公治 
大熊町議会議員 

ささき しょういち 

佐々木 祥一 
大熊町区長会 町区区長 

 
   ＜オブザーバー＞ 

氏 名 所  属 

鳥居 ほのか 
福島地方環境事務所 環境再生・廃棄物対策部 
環境再生課 拠点区域事業交渉専門官 

藤野 一 
福島地方環境事務所 環境再生・廃棄物対策部 
環境再生課 放射性物質汚染対処調査員 

田中 康文 
福島地方環境事務所 浜通り南支所 
施設管理・修繕担当専門官 

栗本 聡 
内閣府 原子力災害対策本部 
原子力被災者生活支援チーム 参事官 

眞田 幸尚 
日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島環境安
全センター 放射線監視技術開発グループリーダー 

 

  

資料１ 



 

   ＜事務局＞ 

氏 名 所  属 

吉岡 文弘 大熊町役場 復興事業課長 

澤原 寛 大熊町役場 環境対策課長 

片岡 円 大熊町役場 環境対策課  

森 俊貴 大熊町役場 環境対策課  

小林 昌之 大熊町役場 環境対策課 

大原 敏寛 大熊町役場 総務課（福島県駐在） 

藤井 暁彦 一般財団法人九州環境管理協会 環境部長 

村橋 輝紀 一般財団法人九州環境管理協会 環境部 環境保全課長 

後藤 祐哉 
一般財団法人九州環境管理協会 環境部 環境計画課 
主任研究員 
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指 示 

令和２年１月１７日 

大熊町長 殿 

 写）福島県知事 殿 

平成２３年（２０１１年）福島第一原子力発電所 

事故に係る原子力災害対策本部長 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所において発生した事故に関し、原子力災害

対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）第２０条第２項に基づき、下記のとお

り指示する。 

記 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所において発生した事故に伴い、大熊町にお

いて設定された帰還困難区域のうち別紙に記載する区域については、平成３０年１２

月２１日に原子力災害対策本部において決定した『特定復興再生拠点区域の避難指示

解除と帰還・居住に向けて』における避難指示解除の要件を満たすことから、令和２

年３月５日午前０時をもって解除し、居住者等に対してその旨周知すること。 

以上 

KEEA
テキストボックス
資料２－２



 

 

 

 

大熊町 

帰還困難区域 県道大野停車場大川原線 

(大字下野上字大野４１４番地先から大字下野上字大野４１６番地先まで、

大字下野上字原３２７番１地先から大字下野上字清水６２４番２地先まで) 

町道西２０号線 

(大字下野上字大野４１３番地先から大字下野上字大野９８番４地先まで) 

町道西４９号線 

(大字下野上字原４番１地先から大字下野上字大野９８番４地先まで) 

大熊町大字下野上字大野 ９８番地１、９８番地５、９８番地６、 

９８番地７、１１５番地３、 

２８４番地３、２８５番地、 

７９１番地１、７９７番地１、 

８１１番地 

大字下野上字鮒沢 １２０番地１０、１２０番地１１、 

１２０番地１２、２４７番地３０ 

東日本旅客鉄道株式会社の鉄道施設の存する区域 

 

 

別紙 



KEEA
テキストボックス
資料２－３



 

大野駅周辺避難指示解除・立入規制緩和について（概要） 

 

令和元年 12 月 13 日 大熊町 

１．これまでの経緯 

10 月 8 日（火）  除染検証委員会 中間報告 

10 月 18 日（金） 議会全員協議会  

10 月 21 日（月） 行政区長会    

11 月 30 日（土） 住民説明会 いわき出張所   （74 名） 

12 月 1 日（日） 住民説明会 会津若松出張所  （31 名） 

12 月 1 日（日） 住民説明会 中通り連絡事務所 （41 名） 

 

２．参加者からの主な質問・意見 

（避難指示解除、除染等について） 

①0.23μSv/h が除染の目標と聞いていたが、3.8μSv/h と何が違うのか。3.8μ

Sv/h までは自分が受けても大丈夫ということか。 

→避難指示解除は年間 20mSv 以下であることが要件となっている。換算すると

3.8μSv。ただこれは危険と安全の境界ではなく、国際的に 100mSv 以上が健康

へ少し影響を与えることが現れ始める目安の値となっている数値である。加え

て、政府としては、防護措置の取組を進めることで、個人が受ける追加被ばく

線量を、長期目標として年間１mSv 以下となることを目指していく方針として

いる。（内閣府） 

 

②震災前に戻してほしいのが我々の思い。農地の脇の法面など除染していないと

ころがある。希望があれば再除染してくれるのか。 

→法面については、土を剥ぐことによって法面が壊れてしまう可能性があるため、

その場にあった施工方法で除染をしているところ。再汚染や取り残し等の除染

の効果が維持されていない箇所が確認されれば、個々の現場の状況に応じて原

因の把握に努め、必要な対策を講じる。（環境省） 

 

③農道や歩道に放置されている車両を早期に片付けるべき。 

→所有者を確認して承諾を得て撤去を行う。現場を確認して進める。（環境省） 

 

④立入規制の緩和区域について、清掃済みのところでは普段の服装でいいが、清  

掃していなければ長袖とかを着ろとなっている。どこまでやれば清掃したこと  

になるのか。持ち出しについても、どれが持ち出しできないのかきちんと教え 

てほしい。 

→放射性物質が体に付着するのを避けることを目的として記載しているもので

資料２－４ 



 

あり、長時間立入りしていなかった家屋における作業の際には、長袖・長ズボ

ン、マスク等の着用することをお願いするものである。持ち出し物品について

は、13,000cpm を基準としてスクリーニング場で検査を実施している。（内閣

府） 

→町で住宅の屋内清掃費用に対する補助を実施中。自宅の放射線量に不安がある   

場合には、希望に応じて町でも計測を行うことができるよう準備中。（町） 

 

（防犯・インフラ） 

⑤最近また盗難が増えている。見回り隊だけでは足りないのではないか。 

→見回り隊のパトロールのエリアに緩和区域を追加するほか、防犯カメラは設置  

場所の見直しを検討。警察とも連携強化し、防犯体制の強化に努めたい。（町） 

 

⑥上下水道の整備はどのくらい進んでいるのか。 

→上水道については、立入規制緩和区域ではほぼ点検が終わっていて使用可能だ 

が、下水や浄化槽といった排水の方が整備できていないので利用できない。下 

水道については、熊町小学校の下にある第 6 処理場の復旧に向けて進めている。 

駅前の管路は、復興の状況をみて考えていきたい。（町） 
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避難指示解除に当たっての対応状況について 

大熊町 

１．情報公開について  

①避難指示解除・立入規制緩和のしおり 

・一時立入に関係する情報をまとめた冊子を作成、３月１日の広報に同封して送付した。 

・この３月の避難指示解除区域、立入規制緩和区域、有人ゲートの変更、放射線量測定結果、

生活行動パターンごとの被ばく評価シミュレーションなどに加え、家屋解体等の関係する

窓口を記載した。 

 

 

 

②大野駅での掲示 

・大野駅において、避難指示解除区域・立入規制緩和区域の放射線量測定データ（１ｍの空

間線量のメッシュ）及び生活行動パターンごとの被ばく評価シミュレーション結果を掲示

予定。 

・大野駅に新規にモニタリングポストを設置予定。 

 

 

 

 

 

 

 

資料３－１ 
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③サイネージ端末の充実 

・大熊町役場新庁舎に設置しているサイネージ端末（タッチパネルで操作しながら情報を得

ることができるパネル）において、モニタリングポストの測定データや広報誌に記載して

きた放射線のコラムを閲覧できるようにしているが、来年度以降、様々な測定結果やシミ

ュレーション結果についても閲覧できるよう改修を予定。 

・大野駅にも役場と同様の端末を設置するべく準備中。 

・加えて、現在、モニタリングポスト及びダストの測定データが閲覧できるようになってい

るが、サイネージ端末と同様の内容が町ＨＰから閲覧できないかシステム改修を検討中。 
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２．放射線不安への対応について 

①一時立入者への対応 

・今回の避難指示解除区域に新しくスクリーニング場を設置。（大野病院東側駐車場） 

・大野駅を利用して立入規制緩和区域で活動する住民を想定して、駅西口にもプレハブを

設置し、個人線量計の貸出を行う予定。 

 

②放射線リスクコミュニケーション相談窓口 

・大熊町役場保健福祉課において、毎週木曜日午前中、長崎大学のチームによる放射線リ

スクコミュニケーション相談窓口を設置。 

 
 

③Ｄシャトルの貸出について 

・町民向けにＤシャトルの貸出体制を準備。 

・環境省のリスクコミュニケーション事業や原子力安全研究協会と協力し、単に貸し出し

て期間合計の積算被ばく線量するのではなく、町民それぞれの生活スタイルや不安に応

じて解説できるような体制を構築中。 

 

④敷地内・家屋内調査について 

・除染後の住民の不安に細やかに対応できるよう、ニーズに応じて敷地内・家屋内調査を

行う予定。 

・ホットスポットファインダーを活用した敷地内調査でホットスポットが見つかれば、フ

ォローアップ除染に繋げていくことも想定。 
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⑤バリケードによる規制措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進入防止柵 じゃばらバリケード（開閉式バリケード） 

単管バリケード（ウマ） H鋼 
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資料４ 

令和 2 年 2 月 20 日 

大熊町除染検証委員会 

委員長 河津 賢澄 

 

大熊町除染検証委員会（大野駅周辺）における検証結果 

 

 大熊町除染検証委員会において、今年度、本委員会の開催、委員による現地調

査等により、大野駅周辺における除染効果等について検証を行った結果を踏ま

え、下記のとおり検証結果を報告します。 

 

記 

 

（検証結果） 

〇 今回検証の対象となった大野駅周辺については除染が終了し、検証委員会

に出された測定結果によれば、地上高１ｍの空間放射線量率について、3.8μ

Sv/h※1を下回ることが確認された。その中でも、多くの人が利用することとな

る大野駅については、駅構内及び東西口の空間放射線量率は十分に低減して

いることを確認した。 

 

〇 中間報告（令和元年 10 月 8 日）の時点では、地上高 10cm の測定結果に部

分的に高い場所がみられたが、その後、避難指示を解除する予定の道路に面す

る敷地の除染の進捗、ホットスポット対策、整備工事等に伴う舗装の打ち換え

等を行ったことにより、大幅な放射線量率の低減を確認した。 

 

〇 大野駅周辺の利用者に関しては、大野駅を通勤で利用した場合の外部被ば

く線量評価※2及び空気中の浮遊物質調査に基づく内部被ばく評価※3について、

安全側においたシミュレーションまたは実測を行った結果、日常的に駅を利

用しても全く問題がないレベルであるという調査結果を確認している。 

 

〇 したがって、大野駅周辺については、避難指示が解除され駅の利用が再開さ

れることは問題ないものと考えられる。 

 

 

 

 

 

（案） 
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（当面の留意点について） 

〇 避難指示解除後についても、継続的なモニタリングの中で放射線量が高い

スポットが見つかれば、フォローアップ除染、インフラの改良などの施策を可

能な限り積極的に実施して放射線量の低減に努め、風評払拭にも繋げていく

ことが望ましい。 

 

〇 大野駅においては、避難指示解除区域や立入規制緩和区域の空間放射線量

率に加えて、利用パターンに応じた外部被ばく線量の目安等の放射線量の状

況を掲示するなど、人々が安心して利用できるよう、情報公開を適宜行うこと。 

 

〇 被ばく線量を不用意に増大させないためには、未除染地域や空間放射線量

率が低減しきらないスポットへの長時間の立入を防ぐことが有効な対策であ

り、そのためのきめ細やかな放射線防護対策や情報公開を行うこと。 

 

〇 また、大熊町は、国・県や専門機関等と協力しつつ、大熊町役場に設置され

た放射線健康相談窓口において、駅を利用する住民等の様々な放射線に関す

る問い合わせに対応するとともに、希望者に対して個人被ばく線量を測定で

きる体制を整え、各個人の疑問や不安に寄り添って対応していくこと。 

 

（中長期的な留意点について） 

〇 住民の安全安心を担保していくためには、 

・大野駅周辺といった局所的なエリアの放射線量の低減のみならず、生活する

場となる町全体の面的な除染を早期に進めること 

・除染による空間放射線量率の低減は手段の一つであり、様々な施策を組み合

わせて個人線量の低減という目的を達成していくべきこと 

が重要である。加えて、放射線はもちろんのこと、社会の復旧・復興を推進し

ていくことを念頭において政策立案を進めていくべきである。 

 

〇 長期的には、東京電力福島第一原子力発電所に近く、比較的空間放射線量率

が高い地域であることも鑑み、除染後も国等と町が協力しながら環境モニタ

リングを実施し、これまで言及した留意点を意識しながら必要に応じて対策

を行うことにより、継続的に放射線量の低減を図っていき、長期的に居住者の

年間追加被ばく線量が 1mSv以下になるよう取り組むことが必要である。 

 

  （以上） 
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（補足） 

 

※１ 空間放射線率と被ばく線量の関係についての補足 

（3.8μSv/h について） 

・年間積算線量が 20mSv を下回ることが確実であることが、居住のための避難

指示解除の要件の一つとされている（平成 30年 12月 21日原子力災害本部

決定）。 

・3.8μSv/h とは、1年間を通じた積算の被ばく線量である 20mSv を、安全側

の仮定に立って１時間あたりの空間放射線量率に換算した目安の値であり、

安全と危険の境界を示すものではない。 

 

 

（被ばく線量から空間線量への換算式の考え方） 

・１日の滞在時間を屋内 16時間、屋外 8時間と仮定する。屋内においては木

造家屋の低減効果とされる 0.4を乗じる。 

 

〇屋内：3.8 μSv/h × 16時間 × 0.4 ＝ 24.32 μSv    

〇屋外：3.8 μSv/h × 8時間 ＝ 30.4 μSv     

〇この合計に 365 日を掛けると、約 20,000 μSv = 20 mSv となる。 

 

・この推計は、3.8μSv/h の屋外で毎日 8 時間過ごすこと、町外での滞在が全

くないという前提であることなど、町の現況を踏まえると、十分安全側に立

っていると言える。 

 

 

 

 

 

※２ 外部被ばく線量評価については、大野駅から大川原地区の大熊町役場ま

で徒歩１時間（4.5km）を歩くという条件下で保守的に推計を行った結

果、外部被ばく線量が 0.64μSv という結果が得られた（第二回資料参

照）。これは既に避難指示が解除された区域の 1時間当たりの空間放射

線量率と比較しても、特別に高い値とは考えられない。 

 

また、その推計と同じく大野駅から大川原地区までの片道を令和元年 9
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月に実際に人が歩いて得られた実測値は 0.55μSvであり、仮に、週 5回

大野駅から大川原地区までを徒歩で往復する生活を１年間通じて行った

場合には、その徒歩の往復の年間積算線量が 0.275mSvとなる（第三回資

料参照）。ただしこれは、実測日以降や年間を通じた物理的減衰やウェザ

リング効果による空間放射線量率の低下を考慮していない保守的な数値

である。 

 

（計算式） 

0.55(片道)×2(往復分)×250(年間平日数)=275μSv (=0.275 mSv) 

 

 

※３ 内部被ばく線量評価については、特定復興再生拠点の代表点におけるダ

スト（浮遊粒子）モニタリングの数値から評価した結果、極めて低い数

値であることが明らかとなっている（第二回資料参照）。 
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